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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第33期

第１四半期
累計期間

第34期
第１四半期
累計期間

第33期

会計期間
自平成26年４月１日
至平成26年６月30日

自平成27年４月１日
至平成27年６月30日

自平成26年４月１日
至平成27年３月31日

売上高 （千円） 2,810,631 1,993,832 9,633,202

経常利益 （千円） 29,449 45,153 151,813

四半期（当期）純利益 （千円） 18,049 29,174 93,189

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 331,986 331,986 331,986

発行済株式総数 （株） 2,296,500 2,296,500 2,296,500

純資産額 （千円） 2,041,883 2,094,122 2,117,023

総資産額 （千円） 4,646,149 4,365,928 4,729,946

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 8.66 14.01 44.74

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － 25

自己資本比率 （％） 43.9 48.0 44.8

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

２【事業の内容】

　当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会

社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中における将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において、当社が判断したものであります。

(1) 業績の状況

　当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、円安による輸出企業の好調な業績や株式市場の堅調な推移等によ

り、国内景気は穏やかな回復基調となりました。反面、個人消費につきましては、賃金上昇による所得改善は行われ

ているものの、それ以上に物価上昇が大きな負担となっており、依然として不安定な状況が続いております。

　パソコン業界においては、昨年のWindowsXPサポート終了による買い替え特需の反動減が続いており、パソコン本

体の販売台数は大幅に落ち込んでおります。

　バイク業界においては、二輪車の国内工場出荷台数は減少しており、市場全体の縮小傾向が続いていることから今

後も需要の伸びは期待できない状況であると予想されます。

　このような状況下で当社は、パソコン事業においては、パソコンの単体販売からサポートを絡めた付加価値を提供

する販売へと切り替えを行っております。操作が苦手なお客様に対する初期設定サポート、パソコンの高速化を希望

されるお客様に対するメモリ増設サポートやＳＳＤ換装サポート、無線ＬＡＮ環境を希望されるお客様に対する無線

ＬＡＮ設定サポート等、様々な要望にお応えするサポートをご用意し、快適な利用環境をご提供することで競合他店

との差別化に取り組むとともに、収益性の向上に取り組んでおります。

　また、テレビＣＭの放映やサッカーＪ１の清水エスパルスとのスポンサー契約等、地盤の静岡県内における宣伝広

告活動を強化し、「パソコンのサポート＝ＺＯＡ」というイメージの浸透に注力することで、来店客数の増加に取り

組んでおります。

　店舗展開としては、新業態としてサポート専門の小型店舗「あんしんサポート館」を集客力のあるショッピングセ

ンター内に新設し、５月より営業を開始いたしました。また６月には、ＯＡナガシマ富士店を移転・増床し、当社最

大の大型店舗へと生まれ変わり、売上の増加が見込まれます。

　しかし、市場全体の落ち込みは大きく、前年同期に比べると売上高は大幅に減少しております。また、前事業年度

末に不採算店舗であったコンピュータプラザＺＯＡ秋葉原本店を閉店したことも売上減少の要因となりましたが、利

益面では改善が図られております。

　以上の結果、パソコン事業全体の売上高は前年同期比28.4％の減少となりました。

　バイク事業においては、豊富な品揃えを注力ポイントとして強化し、競合他店との差別化を進めております。特に

６月に移転しましたＯＡナガシマ富士店においては、バイク用品売り場の面積をこれまでの約２倍に増やし、地域一

番店を目指して取り組んでおります。ただ、４月から６月にかけての天候不順や低温の影響によるヘルメット・ジャ

ケットの販売不振、また飽和状態にあるポータブルナビの販売低迷の影響により、売上高は減少しております。以上

の結果、バイク事業全体の売上高は前年同期比20.0％の減少となりました。

　インターネット通信販売事業においては、需要が減退している状況を踏まえて、過度な安売りを抑制した利益重視

の運営へシフトチェンジした影響で売上高は減少しましたが、利益率は改善されております。その他、店舗同様にパ

ソコン本体の購入時に初期設定やメモリ増設等のサポートを提供するサービスを開始し、一部のお客様に好評を得て

おります。以上の結果、インターネット通信販売事業の売上高は前年同期比33.9％の減少となりました。

　以上の結果、当第１四半期累計期間の業績については、売上高1,993,832千円（前年同期比29.1％減）、経常利益

45,153千円（前年同期比53.3％増）、四半期純利益29,174千円（前年同期比61.6％増）となりました。なお、第１四

半期決算としましては、過去最高益を更新いたしました。
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(2) 財政状態の分析

　当第１四半期会計期間末における総資産は、前事業年度末に比べて364,018千円減少し、4,365,928千円となりまし

た。その主たる要因は、現金及び預金が301,286千円、売掛金が79,623千円それぞれ減少し、商品が43,552千円増加

したこと等によるものであります。

　負債については、前事業年度末に比べて341,117千円減少し、2,271,805千円となりました。その主たる要因は、買

掛金が212,164千円、長期借入金が95,092千円それぞれ減少したこと等によるものであります。

　純資産については、前事業年度末に比べて22,900千円減少し、2,094,122千円となりました。この結果、当第１四

半期会計期間末における自己資本比率は48.0％となりました。

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4) 研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 8,100,000

計 8,100,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現在発
行数（株）

（平成27年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年８月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 2,296,500 2,296,500

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

100株

計 2,296,500 2,296,500 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金
残高（千円）

平成27年４月１日～

平成27年６月30日
― 2,296,500 ― 331,986 ― 323,753

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成27年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成27年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　213,500 ― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式　2,082,900 20,829

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式

単元未満株式 普通株式　　　　100 ― ―

発行済株式総数 2,296,500 ― ―

総株主の議決権 ― 20,829 ―

 

②【自己株式等】

平成27年３月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社ＺＯＡ 静岡県沼津市大諏訪719番地 213,500 － 213,500 9.30

計 ― 213,500 － 213,500 9.30

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について
　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間(平成27年４月１日から平成27年

６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期財務諸表につ

いて、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について
　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

 

EDINET提出書類

株式会社ＺＯＡ(E03460)

四半期報告書

 7/13



１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期会計期間
(平成27年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,185,697 884,410

売掛金 302,904 223,281

商品 1,930,852 1,974,405

その他 107,484 90,758

貸倒引当金 △3,029 △2,235

流動資産合計 3,523,909 3,170,620

固定資産   

有形固定資産   

土地 654,403 654,403

その他（純額） 231,478 229,546

有形固定資産合計 885,882 883,950

無形固定資産 11,882 11,631

投資その他の資産   

その他 308,272 299,938

貸倒引当金 － △212

投資その他の資産合計 308,272 299,726

固定資産合計 1,206,036 1,195,307

資産合計 4,729,946 4,365,928

負債の部   

流動負債   

買掛金 793,890 581,726

短期借入金 50,000 50,000

1年内返済予定の長期借入金 368,498 353,425

1年内償還予定の社債 60,000 60,000

未払法人税等 41,395 17,764

賞与引当金 33,677 14,178

ポイント引当金 4,595 4,538

その他 139,316 147,961

流動負債合計 1,491,372 1,229,593

固定負債   

社債 200,000 200,000

長期借入金 829,960 749,941

長期未払金 5,766 5,766

退職給付引当金 85,824 86,504

固定負債合計 1,121,550 1,042,211

負債合計 2,612,923 2,271,805

純資産の部   

株主資本   

資本金 331,986 331,986

資本剰余金 323,753 323,753

利益剰余金 1,608,270 1,585,370

自己株式 △146,987 △146,987

株主資本合計 2,117,023 2,094,122

純資産合計 2,117,023 2,094,122

負債純資産合計 4,729,946 4,365,928
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（２）【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

売上高 2,810,631 1,993,832

売上原価 2,355,703 1,563,245

売上総利益 454,928 430,586

販売費及び一般管理費 425,171 387,564

営業利益 29,756 43,022

営業外収益   

受取手数料 2,755 5,082

その他 626 141

営業外収益合計 3,381 5,223

営業外費用   

支払利息 3,209 3,092

その他 479 0

営業外費用合計 3,688 3,092

経常利益 29,449 45,153

税引前四半期純利益 29,449 45,153

法人税等 11,400 15,978

四半期純利益 18,049 29,174
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【注記事項】

（四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

　（税金費用の計算）

　　税金費用については、当第１四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の

実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間

（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

減価償却費 8,453千円 7,062千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月20日

定時株主総会
普通株式 52,075 25 平成26年３月31日 平成26年６月23日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月19日

定時株主総会
普通株式 52,075 25 平成27年３月31日 平成27年６月22日 利益剰余金

 

（持分法損益等）

　該当事項はありません。

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第１四半期累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）及び当第１四半期累計期間（自　平

成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

 当社は、パソコンを中心とした小売業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間

（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 8円66銭 14円01銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 18,049 29,174

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 18,049 29,174

普通株式の期中平均株式数（株） 2,083,000 2,083,000

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年８月12日

株式会社ＺＯＡ

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 谷上　和範　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 守谷　義広　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＺＯＡ

の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第34期事業年度の第１四半期会計期間（平成27年４月１日から平成27年

６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわ

ち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＺＯＡの平成27年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する

第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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